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Most of historical and cultural buildings in Japan are burnable structures. In order to mitigate earthquake damage to 
them, not only improvement of their structural seismic performance but also protection from earthquake-followed fire is 
important. Water pipeline for fire fighting in cultural area has many branches connecting to hydrants and its earthquake 
response will be complicate. This paper assesses structural seismic vulnerability of water pipeline for fire fighting in 
Kiyomizu temple as an example, using the subsurface ground investigation and numerical response analysis of 
underground pipeline. 
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１． に 

 

 が国には多くの文化遺産と ばれる建造物が存在し、その大部分が可燃性の木造建造物である。 県

南部地震以 、文化財の地震防災研究が積極的に められており、その多くが建造物の 震性向上や

の 倒防 の他、地震火災については延焼シミュレーションが行われている 1)。 者らの調査 2)によると、

1995 年の 県南部地震の に、神 市内の寺社・神社の総数 657 社寺のうち、153 社寺（全体の 23%）

が地震による 害を受けており、さらに 11 社寺は日本火災学会 3)が示す火災延焼地域に まれていた。これ

らの地震火災は、寺社や神社から直接出火したものではなく、周辺の住 からの出火・延焼によるものであ

った。 
 文化財は 年 われてきた歴史的価値を有するものであり、数千年にわたって維持・保存されている。地

震火災による焼 ・ は、多 の 用を以っても以前の価値を 復することができないため、地震火災対

策は文化財の地震防災を考える上で重要である。 
 文化財の地震火災対策においては、文化財地区の地震危険度やその地区に備えられている 火用 路 、

水 の 火 の 震性や 火用水供 の信 性、火災発生時の延焼 リアの把握や延焼防 の有
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、他水源を利用した 火機能の効果などを総合的に評価して火災が発生しても文化財を守るように 切な

方策をとる必要がある。本研究では、それらの対策の 一段階として、地震時に火災延焼を するための

文化財地区の 火用水道 路 の 震性の評価について検討した。文化財地区の 火用水道 路は基本的に

火用 用 路であることから、一般の 水用 路と比べて には利用されず、地中にあるために日々

の目視点検もできない。また、 路 から分 して接 されている 火 は建造物の立地条件に応じて 置

されるため、文化財地区の 火用 路 は 部や分 部が多くなり、配 形状は になる。さらに、文

化財が歴史的重要文化財 に定められていると、 を めた な地 調査を実 することが難しい場合

がある。本研究では、このような条件下における文化財地区の 火用水道 路 の 震性評価方法を示して

いる。 用例として京都市内にある 水寺周辺の 火用水道 路 を対象とし、 の必要がない表面 探

査を実 してその結果から地 条件を決定した。さらに、近 に存在する花 を考慮して地中 路 の

地震応答解 を行い、シス 全体の 震性の評価ならびに地震応答の大きい 所の特定を行った。 
 

２． 水 の 火 水 と地  

 

 図-1 は 水寺境内の 火用 路 を示している。 手の 上に 水 が けられ、ポンプ を して境

内をループ状に配された配水 路によって水供 が行われている。災害時に備え、ループ状の主 はいずれ

の方向からもポンプ で供 できるようになっている。また、 路は主 上の 30 所の分 部から地下

火 や放水 に連結されている。この地域は に位置し、 路 にも高低 がある。そこで、GIS で水平

の位置情報だけでなく、標高 標を めた 3 次元情報を与えて 路 のデータ ースの構築を行った。 
 地中 路の地震応答は周辺地 の特性に左右される。とくに地震応答解 には 路と地 との相 用を

表す地 ば の 定が必要となる。一般的には を めた地 調査が行われるが、 水寺は文化財地区で

あり地 調査に制限があるため、本研究では表面 探査によって地 特性を 定した。表面 探査は、地表

面に って伝 する （表面 ）を観 し、 による伝 度の違いを 解 することで、地 のせん

度構造を求めることができる。表面 探査機 は、応用地 の McSEIS-SXW を用いた。 
図-2 は、 水寺周辺の 図に 路 を表示しており、表面 探査を行った 線も せて表示している。

定は 水寺境内の計 5 所で行い、 火用 路 周辺において直線で 50m を 保でき、可能な限り解

対象地区全体をカバーできる位置を選定した。また、日中は観光客が多いため、 イ の少ない早 に調査

を行った。観 結果から解 を行い、 線 面のせん 度構造を 定した。図-3 は、 定結果を示して

いる。調査地区内で平行した 3 本の 線（ 線 1、2、5）はいずれも した地 構成である。表 のせん

度が い でも Vs=230m/s 以上であり、地表から 3 5m で Vs=300m/s 以上の となる。また、 手

の 線 4 では，表 に 積 が見られず基 が している。したがって、 水寺周辺の地 には い 積

はなく、表 に く 化土が 積していることが示された。また、これらの結果を の 探査結果 4),5)

と比較したが、表 地 の については整合的であることが分かった。 
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図-1 水寺 火用 路             図-2 表面 探査 定位置 
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図-3 表面 探査結果 

 
 
３．地 動レ の  
 

 京都 地の周辺の活 の中で、文化財が集積する東 に多くの 害をもたらすと考えられるのが

さ 50km の花 である。花 については、地震調査研究推 本部によって 期評価 6)が行われ

ている他、 地内の強震動 7)が行われている。そこで、花 を震源 とする地震の当検討地域の

想定地震動を用いて基 面での加 度 形（図-4 参 ）7)から表 地 の 度応答スペクトルを図-5 に示す

ように 出した。表面 探査結果から、平地部分の Vs=400m/s 以下の地 を表 の デル地 と 定し、

デル地 の固有周期は TG=0.25 とした 8)。したがって、花 地震による当 地域の地 応答は 34.1cm/s
として 定している。 
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 (1)NS 成分 (2)EW 成分 図-5 度応答スペクトル 

図-4 基 面における加 度 形 7) 
 
 

４．地 の と  

 

地中 路の地震応答解 9)には、 路 地点の地 変形を入力して、その地 変形を動的相 用を表

現する地 ば を して 路に伝 させる応答変位法を用いている。本研究は 3 次元 路地震応答解 を行

っている。 路ははりとし、地 ば は 方向と 直 方向 2 方向のば を 定した。当検討地区は上

述したように高低 のある地形であるため、 路 デルは立体的な配 で デル化している。 
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また、 端部は 真-1、2 に示すように 火 や放水 などの 火 に連結している。そこで、分 し

た 路端部は立ち上がり配 として デル化を行った。 火用 路 の主 の は 帯外 ポリ レン

（ポリ レン の内 強度を 帯によって補強しており、最外 の低密度ポリ レン によって、

性に優れた 路。可とう性に優れているため、 底のパイプや 火用 路によく されている）であり、

全域にわたって口 =150mm が 用されている。 は 火用外面 覆 （VS）であり、口 =100mm、

=80mm が 在している。 路は継手がない一体構造 として い、 火 に連結する立ち上がり配 の

に関しては、 防庁告示 36 10)によって定められている クタイル で 定した。立ち上がり

の さに関して、一 140cm とした。 の特性値を表-2 に示す。 の 特性については、

用 路の特性が明らかでなかったために、 力配 用 素 (STPG)の 体特性を参考に 定した。

体は 線形性を考慮し、ポリ レン 、 ともに ずみで 性するバイリ ア型のはりとして デ

ル化した。 
 

    
 真-1 放水  真-2 地下 火  

         
表-2 体 元 11)、12) 

  主 (ポリ レン ) （ ) 火 ( クタイル ) 

口 (mm) 152 100 80 118 93 

性係数(N/mm2) 1,000 210,000 160,000 

(mm) 16.4 4 4 4 4 

 
 地 ば については表面 探査結果によって デル地 から水道 震 法指 8)に基づいて表-3 に示

すように 出した。地 の 線形性を考慮して、指 8)を参考にすべり出し変位を定め、バイリ ア型の地

ば 係数を 定した。なお、地 ば のすべり限界変位 は 方向 0.2cm、 直 方向 2.6cm とした。

入力 動については 度応答スペクトルにより 定した地 応答 度から表-4 のように 定した。 
地形の急変部においては地震動の によって表面 が生じ、地震動は なものになる。ここでは、

それらの については考慮せず、 や位相は同じで表 地 の さから地震動増幅によって 幅を調整

して入力地震動とした。したがって、標高の高く表 の い 所の 路へ入力されている 幅は小さくな

る。 
 

表-3 地 ば 係数 

方向地 ば 係数(kN/cm3) 1.03  

直 方向地 ば 係数(kN/cm3) 2.06 
 

表-4 入力 動 定値 
地 応答 度 Sv(cm/s) 34.1 

固有周期 TG(s) 0.25 

幅(cm) 1.7  

(m) 33.1  

地震 度 C(m/s) 130  
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５． の地  

 

地震応答解 では、入力 動の位相・入 をラン 変数と見なし、 数を与えて入力条件の異なる 50
ケースの解 を行った。当検討地区の 路 のような一体構造 路の 震性評価は 体 みで した。

みだけでなく、 縮応力による 破 の可能性を考慮して 縮 みも考える。主 のポリ レ

ン の みは 13)より 10%とした。一方、 の の 引張り みは指 14)より 5%としている。

50 ケースの解 の内、 要素に最大の ずみが発生した値をその 要素の応答値として、 ずみに対

する応答値の比 （応答比 ）で評価した。 
図-6 は、解 の結果を GIS で表示しており、 な値（応答比 で 0.2 以上）を示した位置（図中の ）と

応答比 の数値を示している。また、図-7 は 路の応答比 を示している。全体的に みよりも げ み

が している。主 のポリ レン については、 側の い表 地 の地区では応答比 0.01 以内であ

り、標高が低く標準的な表 地 デルの 所では応答比 0.05 以内になっている。また、分 部周辺で大

きな応力が発生している。他の異形部が 接している 所では、 いの 路 動の により分 部に大き

な応力が発生しているが、最大 みは 2%程度であり、応答比 で 0.2 であるため、想定される地震動に

対して十分安全であると考えられる。 の については 部で直 部よりも大きな値が発生し（例えば、

図-6 中の応答比 0.24、0.29 の 所）、主 と同 に異形部が連 する 所では大きな ずみが見られた。 
火 と連結している 端部の立ち上がり （ クタイル ）と の の境界部分では、両

者の 性の違いにより大きな応力が集中し、比較的大きな応答が発生していたことが、 直方向の応力分布

より 認できた。しかし、一般的には立ち上がり と の境界の 部にコンクリート による補強が行わ

れており 15)、解 結果は 大評価をしていると考えられる。 
以上のことから、想定される地震に対して 水寺内の 路 の応答は全て 性範囲内に まり、 しな

いことが分かった。しかし、本研究で想定した地震 動のレ ルは 34.1cm/s 程度であり、地形効果によって

はそれ以上の地震動が発生することも考えられる。また、当地区は 面地域であり、地すべり の危険性が

ある。これらについては今後検討が必要であるといえる。また、 路 がループ状を成しているので 1 所

で 路が破 しても 方向から 水すれば 路の機能を維持できる。そのためにも、地 変状が起こりそう

な 所については、 宜 を けるなどして 路 全体に地震 害が 及しないような対策を 備え

る必要がある。 
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．まと  

 

本研究では、文化財地区の 火用水道 路 の 震性を明らかにするため、表面 探査ならびに 3 次元で

の 路応答解 を用いて評価する方法を示した。 用事例として 水寺の 火用水道 路 を対象にして、

調査ならびに解 を行った。本研究は、以下のとおりにまとめられる。 
本研究では一つの 火用水道 路 を事例に げて、 部、分 部などの異形部に みが集中しやす

いなど、定性的な 向を示すことができた。 定した地震に対してシス の根 を成す主 は十分

安全であることが分かった。 については の変化する 火 の連結部分に みが集中するこ

とが分かった。 
火用水道 路 に対して、コンクリートによる補強や離脱防 機構の継手の 置によって相対変位

を するなどの対策による効果や、地震 動の他に地すべり に対する 路の応答についても解

によって明らかにしていく必要がある。 
本研究で用いた表面 探査による表 地 の調査は であり、さらに 火 などの 火 に接

するために分 部が多くなる 路 の地震応答解 には本研究で用いた解 手法であれば応答が大き

くなる 所が特定できるので 火用水道 路 の 震性評価には有用である。これらの 震性評価に

よってより効果的な地震火災対策を行うことが期待される。 
 

なお、本研究は文部科学 による学 フロン ア推 事 「文化遺産と を自然災害から防 す

るための学理の構築」（推 拠点：立命館大学 歴史都市防災研究センター）の一環として実 したもので

ある。 
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